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1. 論文要旨 Thesis overview and summary of the presentation. 
 



















度と IPPC の紛争解決制度が併存するに至った過程が説明されている。すなわち、既に 1952 年
に発効していた IPPC が、1995 年に発効した SPS 協定において植物検疫関連の国際基準策定機
関として位置づけられることにより、第一次的ルール部分（＝条約本体）の機能強化に繋がった。
他方、SPS 協定上用意されている第二次的ルール（＝紛争解決制度）は WTO 紛争解決制度であ
るが、SPS 協定の側からは IPPC に含まれる紛争解決制度の用いることを妨げないとされること
で、両者が併存することになったのである。 
 第３章では、法化モデルを用いて、植物検疫制度に関する紛争解決制度を分析して、WTO の紛
争解決制度は法化の度合いが高く、それに対して IPPC は法化の度合いが低く、さらに SPS 委員
会は柔軟性が高く、法化の度合いがさらに低いということが分かった、そこで、WTO の紛争解決






STC の解決率は約 6 割と、同じ衛生植物検疫分野である食品安全分野のそれ（約 4 割）と比較し








った。次に、IPPC に懸念が持ち込まれた案件と STC の案件の比較により、IPPC 案件は、SPS
委員会の STC として既に提起された、あるいは提起されうる案件であると推察された。他方で、
IPPC 案件は WTO 紛争解決制度が活用された案件には含まれていないことが示された。 
続いて、より具体的に、WTO（6 件）及び IPPC（2 件）の紛争解決制度の活用事例を分析し、
制度選択がどのように行われたのかを確認した。この結果、植物検疫案件については、①WTO 提




えられること、③豪比生果実、豪 EU 検疫制度、及び米アルゼンチン・レモンという、WTO パネ
ルの直前で停止した案件については、「法の影での交渉」が行われたと考えられること、④IPPC
が選択された EU 南ア・カンキツ、及び EU 北米木材梱包材の案件では、友好的な（amicable）
な解決が行われるフォーラムが選択されたと考えられること、といったように 4 つのパターンを
特定することで、実際の紛争解決のあり方が記述された。 





は、ハードロ （ーWTO 紛争解決制度）の利用が効果的とは必ずしも言えず、むしろソフトロ （ー特
に SPS 委員会）が紛争解決手段として機能しやすいと考えられること。第四に、IPPC の紛争解
決制度がこれまで利用されてこなかった理由は、WTO 紛争解決制度が存在するためでなく、SPS
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2. 審査報告 Notes from the Doctoral Thesis Review Committee (including changes required to 
the thesis by the referees) 
 

























3. 最終提出論文確認結果 Confirmation by the Main Referee that changes have been done to the 





4. 最終審査結果 Final recommendation 
 
 上記のように、審査委員会では本論文が手堅い学術研究であって、本学の博士論文として適当
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であるとの結論を得たうえ、主査が付された修正意見についても適切に対応されていることを最
終確認したため、修正版の提出を持って審査を終了し、審査委員全員は本論文が本学博士論文と
して妥当であると結論づけた。 
